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中間レビュー調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：ミャンマー 案件名：初等教育カリキュラム改訂プロジェクト 

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA 人間開発部基礎教育グルー

プ 基礎教育第一チーム 
協力金額（評価時点）：30 億 1,600 万円 

協力  

期間 

（R/D）：2014 年 1 月 31 日 
2014 年 5 月～2021 年 3 月 
（6 年 10 カ月） 

先方関係機関：教育省（MOE）教育調査・計画・訓練

局（DERPT）、高等教育局（CDHE）、基礎教育局（DBE） 

日本側協力機関：株式会社パデコ、株式会社国際開発

センター、教育出版株式会社 

他の関連協力： 
・技術協力「児童中心型教育強化プロジェクト・フェ

ーズ 2」（2008～2012 年） 
・「教育セクター情報収集・確認調査」（2012～2014 年） 
・個別専門家派遣「教育政策アドバイザー」（2014～

2017 年）（2017～2019 年） 
・無償資金協力「教員養成校改善計画」（2014～2016 年） 
・財政支援方式無償資金協力「洪水被災地域学校復旧

計画」（2015～2020 年） 

１－１ 協力の背景と概要 
ミャンマー政府は国際水準の教育の実現をめざし、国家教育法の制定や教育基本法の改定、学制

改革や基礎教育行政の地方分権化等、大規模な教育改革に着手している。JICA はミャンマーが東南

アジア諸国連合（ASEAN）に加盟した 1997 年から、教育省が進める児童中心型教育（CCA）の導

入を支援すべく、先方からの要請に基づき、カリキュラム提言や教員研修等、基礎教育の質的向上

に資する協力を継続してきた。他方、児童中心型授業の普及を継続的に支援してきたものの、半数

以上の教科で10年以上改訂されていない教科書に基づき授業が実施され、依然として暗記中心のア

セスメント（試験）が実施されるなど、授業で使われる教科書やアセスメントに大きな課題を抱え

ており、児童中心型教育の定着の障害となっていた。このような課題を克服し、教育改革を進める

ために、教育省は「包括的教育セクターレビュー」（CESR、2012～2015）を実施し、それに基づき

「国家教育戦略計画」（NESP、2016～2020）を策定するなど、教育改革に取り組んできている。 
本技術協力プロジェクト（以下、「本プロジェクト」という）は、前述の CESR に基づき、初等教

育（小学校 1～5 年生）全 10 科目（ミャンマー語、英語、算数、理科、社会、道徳・公民、体育、

音楽、図工、ライフスキル）の新カリキュラムにのっとった教育活動が小学校及び教員養成校で実

施されることを目標とし、新カリキュラムに基づく教科書・教師用指導書及びアセスメントツール

の開発、新カリキュラム導入のための現職教員及び教員養成校向け研修、新カリキュラムに基づい

た教員養成課程の整備に貢献するため、2014 年 5 月に開始された。 
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１－２ 協力内容 
（1）上位目標 
  初等教育の新カリキュラムが全国で施行される。 
 
（2）プロジェクト目標 
  初等教育の新カリキュラムに沿った教育活動が小学校及び教員養成校（EC）で実施される。 
 
（3）成果 

1．新カリキュラムフレームワークが開発される。 
2．新教科書及び教師用指導書が開発される。 
3．新しいアセスメントツールが開発される。 
4．新しい初等教育カリキュラムが教員養成校に普及する。 
5．新カリキュラムの普及活動が導入される。 

 
（4）投入（評価時点） 

1）日本側：総投入額 30 億 1,600 万円 
・専門家派遣：累計 50 人（463.54MM）、①総括/教育計画、②副総括/カリキュラム開発、③副

総括/教師教育、④算数教育、⑤理科教育、⑥総合学習/社会科教育、⑦国語教育、⑧英語教育、

⑨体育教育、⑩美術教育、⑪音楽教育、⑫ライフスキル教育、⑬教科書開発、⑭教科書編集、

⑮印刷技術、⑯アセスメント、⑰インパクト評価/研修、⑱教師教育政策、⑲教員養成研修計

画/教材作成、⑳新カリキュラム導入研修計画/教材作成、㉑調整/研修管理/広報、㉒教員養成

研修モニタリング評価、㉓国内研修 

・ローカルコスト負担：39 憶 200 万 MMK（約 2,600 万円
∗
）（ローカルコンサルタント、国内出

張旅費など） 
・機材供与：3 億 6,100 万 MMK（約 2 億 8,100 万円）（コンピューター、印刷機など）  
・研修員受入れ：159 人（カウンターパートの本邦研修） 

2）ミャンマー側：  
・主要カウンターパート配置：66 人 
・ローカルコスト負担：539 億 5,000 万 MMK（約 38 億 8,400 万円）（教科書・教師用指導書の

印刷費、現職教員研修など） 

２. 評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏名 所属 
団長/総括 水野 敬子 JICA 国際協力専門員（教育） 
協力企画 徳田 由美 JICA 人間開発部基礎教育第 1 チーム 企画役 
評価分析 伊藤 治夫 株式会社アイコンズ シニアコンサルタント 

 

調査期間 2019 年 6 月 23 日～7 月 13 日 評価種類：中間レビュー 

 
∗ 本報告書内では、JICA 統制レート 1MMK = 0.074 円（2019 年 5 月）を使用した。 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
（1）成果（アウトプット） 

【成果 1】達成された。 
指標 1-1 
   → 

新カリキュラムフレームワークが提案される。【達成】 
CESR 実施の過程で初等レベルのカリキュラムフレームワークが提案された。 

指標 1-2 
 
   → 
 
   → 

新カリキュラムフレームワークが教育省の提言に基づき国家カリキュラム委員

会（NCC）により最終化される。【ほぼ達成】 
新カリキュラムフレームワークが 2014 年 12 月に完成し、2015 年 5 月に教育省

により承認された。 
新カリキュラムフレームワークは新政権により再度検証され、2019 年に承認さ

れた。 
【成果 2】計画通り達成している。 

指標 2-1 
   → 
   → 

新教科書及び教師用指導書が提案される。【計画通り達成】 
1～3 年生の教科書及び教員用指導書が完成した。 
現在 4 年生の教科書及び教員用指導書の作成が開始された。 

指標 2-2 
 
   → 
   → 

新教科書及び教師用指導書が教育省の提言に基づき NCC により最終化される。

【計画通り達成】 
1～3 年生の教科書及び教員用指導書が承認された。 
4 年生の教科書の一部が NCC に提出されている。 

【成果 3】計画通り達成している。 
指標 3-1 
   → 
   → 

サンプル問題集が開発される。【計画通り達成】 
1～3 年生のサンプル問題集が教育省によって承認された。 
4 年生のサンプル問題集は作成中である。 

指標 3-2 
   → 
 
   → 

サンプル問題集の活用ガイドラインが開発される。【進行中】 
「サンプル問題集活用ガイドブック」は現在作成中、2019 年 9 月までに完成予

定。 
2018 年 8 月に小学校低学年の「授業評価に関するリファレンスブック」が DERPT
に提出、承認された。 

【成果 4】計画通り達成している。 
指標 4-1 
   → 
   → 

教員養成校の教材が開発される。【計画通り達成】 
初等 1、2 年生の教科書の重要な内容をまとめた EC 教材が作成された。 
初等 1～3 年生に関する EC 研修計画及び研修モジュールが作成された。 

指標 4-2 
   → 

教員養成校向け研修が政府の定めた日程で実施される。【進行中】 
EC の各教科におけるマスタートレーナーの養成が EC 研修（1 年生）及び現職

教員への中央研修（2、3 年生）として行われた。 
【成果 5】計画通り達成している。 

指標 5-1 
   → 

現職教員研修パッケージが開発される。【計画通り達成】 
1～3 年生の研修パッケージが作成された。 
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   → 4 年生の研修パッケージの作成が開始された。 
指標 5-2 
   → 
   → 
   → 

現職教員研修が政府の定めた日程で実施される。【計画通り達成】 
現職教員に対する 1～3 年生カリキュラム導入研修が実施された。 
1～3 年生の管理者対象の新カリキュラム導入研修が実施された。 
さまざまな媒体を用いた広報活動が実施された。 

 
（2）プロジェクト目標：達成見込み 

指標 1 
   → 

新しい学校時間割がカリキュラム実施計画に基づき導入される。【達成】 
各学校に新カリキュラムに沿った時間割が導入された。 

指標 2 
   → 
 
   → 
 

新しい教科書がカリキュラム実施計画に基づき導入される。【一部達成】 
インパクト調査対象校の 81％が新学期開始前に 6 教科すべて、19％が一部の教

科の新 2 年生の教科書を受領した。 
残りの 4 教科（ライフスキル、図工、音楽、体育）の教科書は教員にのみ配布さ

れ、児童へは配布されていない。 
指標 3 
   → 

新カリキュラムに基づいた授業が実施される。【計画通り達成】 
1～3 年生の教員 25 万人以上が現職教員の導入研修を受講した。 

指標 4 
 
   → 

新しいアセスメントシステムがカリキュラム実施計画に基づき導入される。【計

画通り達成】 
インパクト調査対象のほぼすべての学校が、「サンプル問題集」及び小学校低学

年のための「授業評価に関するリファレンスブック」を受領した。 
指標 5 
   → 
 
   → 

教員養成教材が教員養成校にて使用される。【計画通り達成】 
EC 教材のフォーマットとして、EC 教官用の指導案、講義ノート、学生用の資料

を提供した。 
EC 教員向の研修モジュールが開発され、中央研修において活用された。 

 
３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性：高い 
  本プロジェクトの目標は「ミャンマー持続的開発計画（MSDP）及び国家教育戦略計画（NESP）

の方針と合致する。さらに、「日本・ミャンマー協力プログラム」との整合も確認された。教育

省の教育改革のニーズにも合致しており、また採用されたアプローチも適切である。 
 
（2）有効性：やや高い 
  プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。他方、4 科目（ライ

フスキル、図工、音楽、体育）については、低学年の児童に配布されていないことは課題といえ

る。また、特に音楽や図工は導入研修以外にも研修の機会を求める意見が聞かれるなど、教員の

一部は技量の不足により十分な授業実践ができていない。 
 
（3）効率性：中程度 
  既存のリソースを活用することでプロジェクト費用を最小限に抑え、計画通りアウトプット
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が発現している。しかし、カリキュラム開発チーム（CDT）及び教師教育チーム（TET）メンバ

ーの頻繁な異動、中等教育の教科書開発スケジュールとの重複に係る調整、現職教員及び EC に

対する新カリキュラム導入研修の質には改善の余地がある。 
 
（4）インパクト：やや高い 
  現時点では、顕著なインパクトは現時点では確認できないが、上位目標はプロジェクトの完了

後に達成される見込みが高い。また、新カリキュラムを用いた児童の算数の成績の向上が確認さ

れた。 
 
（5）持続性：中程度 
  本プロジェクトは政策面及び財務面での持続性は確保されている。他方、制度・組織面に関し

ては、EC や小・中学校からの教員により構成されている CDT メンバーは、プロジェクト終了後

は元の所属に戻ることから、持続的カリキュラム改訂に向けた組織化が検討課題となる。技術面

では、新カリキュラム導入研修だけでは教育現場での実践の定着は難しいため、教育省が進める

「教員の継続的専門能力の開発（CPD）プログラム」への統合が求められる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容 

・初等教育の全 10 科目を包括的なアプローチで支援することにより、教科間の系統性が確保さ

れ、新カリキュラムの教育現場での導入が促進されている。また、全教科の教科書において同

じ教育理念（すべてにおいて調和のとれた発達、21 世紀型スキル、すべての教科の同等な扱

い）が共有されているため、教師や児童が混乱することなく、導入が可能となった。 
・教育省に設置された、教育・職業訓練教育セクター調整グループ（ETVSCG）内のカリキュラ

ム、アセスメント、教員訓練/管理に係るサブセクター・ワーキンググループ（SSWG）への参

画を通して、開発パートナーとの情報共有、関連プロジェクトとの調整、連携が促進された。 
 
（2）実施プロセス 

・ DERPT による適切な研修管理が実施されるなど、特に導入研修の実施において、教育省の強

いイニシアチブが確認された。また、ディストリクト及びタウンシップ研修を担当する DBE
は研修参加を通じて、参加者との積極的な協議を行い新カリキュラム実施に必要な情報を提

供するなどの貢献がみられた。 
・ 本邦研修は、NCC、教科別カリキュラム委員会（SWC）メンバーのカリキュラム開発と教科

書承認プロセスの基本概念、教科書開発プロセスと教材の必要性の理解に貢献し、参加者は研

修終了後承認プロセスにおいて高いイニシアチブを発揮した。 
・ プロジェクトでは、導入研修の実施状況についてモニタリングを実施している。モニタリン

グにより抽出された課題は、次期導入研修に係る研修内容や管理方法に適切に反映されてい

る。さらに、NCC が独自に 1、2 年生の新カリキュラムの実践について教育現場の状況をモニ

タリングするなど、新カリキュラム内容等の改善に向けた提案を取りまとめている。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画内容 

・カスケード形式による研修は、カスケードレベルが低いほど、概念の伝達度が低下する。さら

に、クラスターでの研修と比較して、多大な費用が必要となる。カスケード型研修は、全国の

すべての教員に知識を伝達するためには適しているが、継続的な知識の定着のためにはクラ

スターもしくは学校レベルにおける教員研修を組み合わせる必要がある。 
 
（2）実施プロセス 

・ プロジェクト開始以来、CDT 及び TET メンバーの 44％が交代した。この頻繁な離任は、プロ

ジェクトの有効性と効率性を妨げている。 
・ 現職教員のための導入研修及び教科書の承認プロセスにおいて、中等教育の教科書作成を支

援するアジア開発銀行（ADB）－中等教育カリキュラム改訂プロジェクト（EYE）プロジェク

トの活動との重複により、研修講師の不足や中等、初等教育双方を担当する NCC、SWC によ

る承認プロセスが遅滞する可能性が生じている。 
 
３－５ 結 論 
中間レビューの結果、本プロジェクトは計画通り進捗しており、設定された成果を発現している。

また、評価 5 項目においては妥当性「高い」、有効性とインパクト「やや高い」、効率性と持続性は

「中程度」と評価される。 
 
３－６ 提言（プロジェクト終了までに実施すべき事項） 
（1）全教科の教科書配布 
  4 教科（ライフスキル、図工、体育、体育）の教科書が低学年（1～3 年生）の児童にも配布さ

れる必要がある。 
 
（2）教科書に準拠した学習教材の配布 
  プロジェクトにより必要な学習教材の一覧が作成されているが、これら必要な量の学習教材

が各学校に配布される必要がある。 
 
（3）すべての校長の導入研修への参加 
  校長の支援は教室での指導と学習の実践を継続的に改善するための重要な要素であることか

ら、すべての校長が新カリキュラムについての理解を深めるために、導入訓練に参加する必要が

ある。 
 
（4）導入研修の内容の「国家 CPD プログラム」への統合 
  教員が新カリキュラムを教室で実施できるように、今後効果的な学校/クラスターベースの

CPD の実施を促進するために、導入研修で提供されている新カリキュラムの重要な要素を「国

家 CPD プログラム」に統合する必要がある。 
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（5）新カリキュラムについての保護者、一般市民への啓発活動 
  親や地域住民は学校での新カリキュラムの実施を支援するための重要な利害関係者であるこ

とから、彼らの理解を促進し、新たな教授・学習方法を受け入れられる必要がある。プロジェク

トは PTA や地域住民が参加するプログラムとの連携により、新カリキュラムに係る広報活動の

強化を支援することが求められ、また、プロジェクトが作成した広報媒体をこれらのプログラム

で効果的に利用することを検討する。 
 
（6）CDT の優秀な人材の獲得と業務の継続 
  CDT への人材配置は一時的なものであり、正式なキャリアパスも設定されていない。プロジ

ェクト期間中及び終了後 CDT メンバーがカリキュラム開発を継続できるよう、教育省は CDT メ

ンバーへの適切なインセンティブの付与の検討をする必要がある。 
 
（7）カリキュラム改訂の組織・制度化 
  次期カリキュラム及び教科書改訂のプロセスに関しては、具体的なスケジュール、全体的な実

施プロセスを定義し、必要な人材の職務、人数、処遇等を検討する。更には、カリキュラム改訂

の組織・制度化について、次期 NESP の中で具体的に計画・承認し、必要な予算を確保する。 
 
（8）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）指標の見直し 
  プロジェクト目標及び上位目標の指標のいくつかは、プロジェクト効果を測定するために適

切でない、また他の指標との重複がみられることから PDM に記載された指標を修正する必要が

ある。 
 
３－７ 教 訓 
（1）包括的なアプローチで全科目のカリキュラム開発を支援する意義 
  初等教育に係る全 10 科目を包括的なアプローチで支援することにより、科目間の系統性が確

保され、新カリキュラムの教育現場での導入が促進される。また、全教科の教科書で同じ教育理

念が共有されることにより、教員や児童が混乱することなく導入が可能となる。さらに、教科書

作成のみならず、教員養成、現職教員研修、教員や保護者、地域住民等への広報活動を用いた包

括的アプローチの採用は、新カリキュラム実施の促進につながった。 
 
（2）児童の学習成果を測定し、新カリキュラム理解促進につなげることの重要性 
  インパクト調査の結果、新カリキュラムは児童の学習成果向上に寄与している。新カリキュラ

ム導入後に「新カリキュラムで児童の学びは改善されているのか、学力は落ちていないのか」と

いった教師や保護者の不安の声が聞かれたなか、プロジェクトが実施したインパクト調査の結

果を示すことで、そのような不安を低減でき、新カリキュラムに基づく授業実践の推進に有効で

あった。 
 
（3）過去の基礎教育協力の蓄積による効果 
  ミャンマーへの協力において築いてきた信頼関係の蓄積のうえで、初等教育全 5 学年・全 10
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科目のカリキュラム改訂という、教育改革の根幹にかかわる技術協力の要請につながった。ま

た、過去の技術協力プロジェクトである「児童中心型教育プロジェクト」のカウンターパートが

本プロジェクトの円滑な実施に貢献するなど、過去の支援による蓄積がプロジェクトの効果的

実施を促進している。 
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第１章 調査の概要 

１－１ プロジェクトの概要 
ミャンマー政府は国際水準の教育の実現をめざし、国家教育法の制定や教育基本法の改定、学制改

革や基礎教育行政の地方分権化等、大規模な教育改革に着手している。JICA はミャンマーが東南ア

ジア諸国連合（Association of Southeast Asian Nations：ASEAN）に加盟した 1997 年から、教育省が進

める児童中心型教育（Child-Centered Approach：CCA）の導入を支援すべく、先方からの要請に基づ

き、カリキュラム提言や教員研修等、基礎教育の質的向上に資する協力を継続してきた。他方、児童

中心型授業の普及を継続的に支援してきたものの、半数以上の教科で 10 年以上改訂されていない教

科書に基づき授業が実施され、依然として暗記中心のアセスメント（試験）が実施されるなど、授業

で使われる教科書やアセスメントに大きな課題を抱えており、児童中心型教育の定着の障害となっ

ていた。このような課題を克服し、教育改革を進めるために、教育省は「包括的教育セクターレ

ビュー」（Comprehensive Education Sector Review：CESR）（2012～2015）を実施し、それに基づき

「国家教育戦略計画」（National Education Strategic Plan：NESP）（2016～2020）を策定するなど、教育改

革に取り組んできている。 
本技術協力プロジェクト（以下、「本プロジェクト」という）は、前述の包括的教育セクターレビ

ューに基づき、初等教育（小学校 1～5 年生）全 10 教科（ミャンマー語、英語、算数、理科、社会、

道徳・公民、体育、音楽、図工、ライフスキル）の新カリキュラムにのっとった教育活動が小学校及

び教員養成校で実施されることを目標とし、新カリキュラムに基づく教科書・教員用指導書及びアセ

スメントツールの開発、新カリキュラム導入のための現職教員及び教員養成校向け研修、新カリキュ

ラムに基づいた教員養成課程の整備に貢献するため、2014 年 5 月に開始された。 
 
（1）上位目標 
  初等教育の新カリキュラムが全国で施行される。 
 
（2）プロジェクト目標 
  初等教育の新カリキュラムに沿った教育活動が小学校及び教員養成校（Education College：EC）

で実施される。 
 
（3）成果 

1．新カリキュラムフレームワークが開発される。 
2．新教科書及び教員用指導書が開発される。 
3．新しいアセスメントツールが開発される。 
4．新しい初等教育カリキュラムが教員養成校に普及する。 
5．新カリキュラムの普及活動が導入される。 

 
１－２ 調査の目的 
（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Desing Metrix：PDM）に沿って、投入実績、

活動実績、計画達成度を確認する。 
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（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、プロジェクトの目

標達成度及び成果等を評価する。 
 
（3）プロジェクト終了時までにプロジェクトの目標達成に向けての必要な活動を実施できるための

提言を行う。 
 
（4）他の類似プロジェクトの実施に活用するため、教訓の取りまとめを行う。 
 
１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属 

団長 水野 敬子 JICA 国際協力専門員（教育） 

協力企画 徳田 由美 JICA 人間開発部基礎教育第一チーム 企画役 
評価分析 伊藤 治夫 株式会社アイコンズ シニアコンサルタント 

 
１－４ 調査日程（2019 年 6 月 23 日～7 月 13 日まで） 

日程 行程 

6 月 23 日（日） 成田発、ヤンゴン到着（評価分析団員） 
6 月 24 日（月） JICA ミャンマー事務所との協議 

プロジェクト専門家との協議 
6 月 25 日（火） カウンターパート（Counterpart：C/P）〔カリキュラム開発チーム（Curriculum 

Development Team：CDT）、教師教育チーム（Teacher Education Team：TET）へ

のインタビュー〕 
6 月 26 日（水） 国家教育政策審議会（National Education Policy Commission：NEPC）、国家カリ

キュラム委員会（National Curriculum Committee：NCC）へのインタビュー 
教科別カリキュラム委員会（Subject-wise Curriculum Committee：SWC）へのイン

タビュー 
6 月 27 日（木） 教育省カリキュラム開発チーム〔教育調査・計画・訓練局（Department of Education 

Research, Planning and Training：DERPT）〕へのインタビュー 
高等教育局（Department of Higher Education：DHE）へのインタビュー 

6 月 28 日（金） 教育省基礎教育局（Department of Basic Education：DBE）へのインタビュー 

6 月 29 日（土） 資料整理 

6 月 30 日（日） アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）へのインタビュー（Skype） 
7 月 1 日（月） 国際連合児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）へのインタビュー 

国際連合教育科学文化機関（United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization：UNESCO）へのインタビュー 

7 月 2 日（火） 世界銀行へのインタビュー 
プロジェクト専門家との協議 

7 月 3 日（水） EC 校長、教官インタビュー 
ヤンゴン到着（団長、協力企画団員）団内打合せ 
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7 月 4 日（木） ヤンゴン州教育事務所、Thanlyin ディストリクト教育事務所、 
Tharketa タウンシップ教育事務所へのインタビュー 

7 月 5 日（金） Loikaw に移動、小学校（2 校）視察、校長へのインタビュー 

7 月 6 日（土） 資料整理 

7 月 7 日（日） 資料整理 

7 月 8 日（月） プロジェクト専門家との協議 

7 月 9 日（火） 教育省 DERPT、DBE とのミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）協議 

7 月 10 日（水） 教育省 DHE とのミニッツ協議 
7 月 11 日（木） JICA ミャンマー事務所との打合せ 

教育大臣への報告、ミニッツ署名 
7 月 12 日（金） 在ミャンマー日本大使館報告 

NEPC 及び NCC への報告 
ヤンゴン発 

7 月 13 日（土） 成田着 
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第２章 評価の手法 

２－１ 調査方法 
本調査は、「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」と「JICA 事業評価ハンドブック（ver1.1）」に沿

って、ミャンマー側と JICA が選出した合同中間レビューチームにより、以下の調査方法に基づき実

施された。 
① PDM の検証 
② 評価デザインの作成 
③ 関連資料のレビュー 
④ プロジェクト関係者への質問票配布 
⑤ プロジェクト関係者に対するインタビュー 

 
２－２ 主な調査項目 
調査項目は、プロジェクトの実績の確認、実施プロセスの把握、評価 5 項目の観点による評価に分

けられる。詳細は付属資料 ミニッツの Annex8 Evaluation Grid を参照のこと。 
 

（1）プロジェクトの実績の確認 
  プロジェクトの実績について、投入（インプット）、成果（アウトプット）、プロジェクト目標、

上位目標について現行 PDM（Version 3、2017 年 6 月 1 日改訂）に則して検証した。 
 
（2）実施プロセスの把握 
  実施プロセスについて、活動の進捗、C/P へのキャパシティ・ディベロップメント、プロジェク

ト・マネジメント、オーナーシップなどを確認し、プロジェクトの実施プロセスに影響を与えた

貢献・阻害要因を把握した。 
  
（3）評価 5 項目に基づく評価 
  評価 5 項目、すなわち妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性の観点から、プロジェク

トを、評価グリッドに沿って評価した。各評価項目の視点を以下に示す。中間レビュー調査のた

め、妥当性と効率性については、これまでの実績と現状に基づいて評価する。有効性とインパク

ト、持続性については、これまでの実績と活動状況から分析し、中間レビュー時点の予測や見込

みを検証する。 
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妥当性 
プロジェクト目標や上位目標、対象グループのニーズ、相手国側の政策や日

本の援助政策との整合性があるかなど、プロジェクトの正当性、必要性を検

証する。 
有効性 
（予測） 

プロジェクトの実施による対象グループへの便益を確認し、プロジェクトが

有効であるか否かを検証する。 

効率性 
プロジェクト資源の有効活用という視点から、効率的であったか否かを検証

する。 
インパクト 
（予測） 

プロジェクトの実施がもたらす、より長期的な効果や波及効果を検証する。 
 

持続性 
（見込み） 

プロジェクト終了後、プロジェクトにより発現した効果が持続するか否かを

検証する。 
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第３章 プロジェクトの実績 

３－１ 投入実績 
３－１－１ 日本側投入 

2019 年 5 月末までの投入実績は以下のとおり（付録資料 ミニッツ Annex4 Inputs by Japanese 
Side 参照）。 
 
（1）JICA 専門家チーム 
  累計 50 人（463.54MM）の専門家が派遣された。分野は以下のとおり。 

①総括/教育計画、②副総括/カリキュラム開発、③副総括/教師教育、④算数教育、⑤理科教

育、⑥総合学習/社会科教育、⑦国語教育、⑧英語教育、⑨体育教育、⑩美術教育、⑪音楽教育、

⑫ライフスキル教育、⑬教科書開発、⑭教科書編集、⑮印刷技術、⑯アセスメント、⑰インパ

クト評価/研修、⑱教師教育政策、⑲教員養成研修計画/教材作成、⑳新カリキュラム導入研修計

画/教材作成、㉑業務調整/研修管理/広報、㉒教員養成研修モニタリング評価、㉓国内研修 
 

（2）現地スタッフ 
  現時点で合計 30 名（3 名の非常勤スタッフを除く）が配置されている。分野は以下のと

おり。 
①ナショナルアドバイザー、②教科別カリキュラム調整員、③イラストレーター、④アセス

メント、⑤デスクトップパブリッシング、卓上出版（Desk Top Publishing：DTP）トレーナー、

⑥IT 及び⑦アドミ担当 
 
（3）本邦研修 
  11 の研修コースに合計 159 人のプロジェクト関連者が参加した。 
 
（4）機材 
  プロジェクト活動に必要な 69 品目の機材、合計 3 億 6,100 万 MMK（約 2,600 万円

1
）が

調達された。 
 
（5）現地経費 
  現地コンサルタント雇用、旅費、その他経費など 39 億 200 万 MMK（約 2 憶 8,100 万円）

が支出された。 
 
３－１－２ ミャンマー側投入 

2019 年 5 月末までの実績は以下のとおり（付録資料 ミニッツ Annex5 Inputs by Myanmar 
Side 参照）。 

 
 

 
1 本報告書内では、JICA 統制レート 1MMK＝0.074 円（2019 年 5 月）を使用した。 
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（1）C/P 
  合計 66 人の C/P（CDT：53 人、TET：9 人、DTP オペレーター：4 人）が配置されてい

る。 
 
（2）ミャンマー側による支出 
  教科書・教員用指導書の印刷、教材配布、導入研修等のために合計 539 億 5,000 万 MMK

（約 38 億 8,400 万円）が支出された。 
 

３－２ プロジェクトの達成状況 
３－２－１ 成 果 

PDM ver. 3 （2017 年 6 月 1 日改訂）に沿った、5 つの成果（アウトプット）の 2019 年 5 月

末時点の達成状況は以下のとおりである。 
 
（1）成果 1：新カリキュラムフレームワークが開発される。 

指標 成果 

1-1 新カリキュラムフレームワーク

が提案される。 
【達成】 
・CESR 実施の過程で初等レベルのカリキュラムフレーム

ワークが提案された。 
1-2 新カリキュラムフレームワーク

が教育省によって最終化される。 
【ほぼ達成】 
・新カリキュラムフレームワークが 2014 年 12 月に完成

し、2015 年 5 月に教育省により承認された。 
・新カリキュラムフレームワークは新政権により再度検証

され、2019 年に承認された。 
 
新カリキュラムフレームワークの開発 
・ 新カリキュラムフレームワークは、すべてにおいて「調和のとれた発達（五大能力）」「21

世紀型スキル」「すべての教科の同等な扱い」という 3 つの基本的な考え方から構成され

ている。新カリキュラムのフレームワークは、主に CESR のプロセスを通じて開発され、

2014 年 12 月に完成し、2015 年 5 月に教育省によって承認された。 
・ 一度承認された新カリキュラムフレームワークは、国民民主同盟（National League for 

Democracy：NLD）による新政権の下で再検証され、主に高校卒業・大学入学試験に関連

した中等教育カリキュラムの部分の見直しにより、2019 年に教育省による最終承認が行

われたことが確認された。 
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（2）成果 2：新しい教科書及び教員用指導書が開発される。 

指標 成果 

2-1 新教科書及び新教員用指導書が

提案される。 
【計画通り達成】 
・1～3 年生の教科書及び教員用指導書が完成した。 
・2019 年 6 月現在、4 年生の教科書及び教員用指導書が開

始された。 
2-2 新教科書及び新教員用指導書が

教育省の提言の下、NCC により

最終化される。 

【計画通り達成】 
・1～3 年生の教科書及び教員用指導書が承認された。 
・4 年生の教科書の一部が NCC に提出されている。 

 
・ 承認されたカリキュラムフレームワークに基づいて、初等教育における教科別カリキュ

ラム
2
が開発された。現在、初等教育の全教科別カリキュラムは完成しており、1～3 年生

の教科別カリキュラムは NCC 及び SWC によって承認されている。 
・ 1 年生、2 年生、3 年生の教科書及び教員用指導書が承認され、それぞれ学年の開始に合

わせて教育省により配布された。1～3 年生までの教科書及び教員用指導書の承認日を表

１に示す。 
 

表１ NCC による教科書及び教員用指導書の承認日 

 1 年生 2 年生 3 年生 

教科書 2017 年 1 月 2017 年 11 月 2018 年 8～9 月 

教員用指導書 2017 年 1 月 2017 年 12 月～2018 年 1 月 2018 年 11 月～2019 年 1 月 

出所：CREATE 

 
・ 2018 年 12 月から、4 年生の教科書及び教員用指導書の作成のため、教科別カリキュラム

の見直しと修正が開始された。2019 年 6 月現在、4 年生の理科、算数及びミャンマー語

の教科書の一部が承認に向けて NCC に提出された。 
 
（3）成果 3：新しい学力評価ツール（アセスメントツール）が開発される。 

指標 成果 

3-1 新カリキュラムに知った試験問

題集
3
が開発される。 

【計画通り達成】 
・1～3 年生のサンプル問題集が教育省によって承認された。 
・4 年生のサンプル問題集は作成中である。 

3-2 同試験問題集の活用ガイドライ

ンが策定される。 
【進行中】 
・「サンプル問題集活用ガイドブック」は 2019 年 6 月現在

作成中、2019 年 9 月までに完成予定である。 
・ 2018 年 8 月に小学校低学年の「授業評価に関するリファ

レンスブック」が DERPT に提出、承認された。 

 
2  教科別カリキュラムは、カリキュラムフレームワークに記載されている種々の能力を十分に検討し、よりわかりやすい形で説明

している。 
3 同成果品の名称は低学年では、点数を重視した試験実施を回避するといった「初等学習評価フレームワーク（PLAF）」の原則に沿

って、「試験問題集」から「サンプル問題集」に変更された。 
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・ プロジェクトでは教室レベルのアセスメントの改訂に焦点を絞り、指標 3-1 にあたる新

カリキュラムに則した「サンプル問題集」と、指標 3-2 の「サンプル問題集活用ガイド

ブック」の作成を行っている。 
・ 「サンプル問題集」は、各学校で小学校教員が、授業中の学習活動としてのタスクや授

業を通して習得した知識、理解、スキルなどの広範な能力を把握するために用いられる

ことを目的とし、主題別に分類されたさまざまなテスト項目が含まれている。既に教育

省により 1～3 年のサンプル問題集が承認され、残りのサンプル問題集は 2021 年 3 月ま

でに完成する予定である。 
・ 現在、教員間の評価の正確な理解を促進し、特に初等教育レベルで児童の達成度を評価

するための「サンプル問題集活用ガイドブック」が作成されている。ガイドブックは教

育評価の目的、分類、アプローチ、試験問題作成、教室レベルでの形成的評価などの内

容から構成されており、同ガイドブックの素案が 2019 年 9 月までに教育省に提出される

ことが計画されている。 
・ 上記の成果品とは別に、現場の教員がアセスメントについて正しい理解をもち、初等教

育段階において児童の学習成果を評価することを目的として、小学校低学年のための「授

業評価に関するリファレンスブック」（当初「アセスメントガイドブック」であったが名

称を変更）を作成した。同リファレンスブックは 2018 年 9 月に教育省によって承認さ

れ、全国のタウンシップ教育事務所や学校に配布された。 
 
（4）成果 4：新カリキュラムが EC に配布される。 

指標 成果 

4-1 教員養成校の教科書、教員用手引

きが開発される。 
【計画通り達成】 
・ 初等 1、2 年生の教科書の重要な内容をまとめた EC 教材

が作成された。 
・ 初等 1～3 年生に関する EC 研修計画及び研修モジュー

ルが作成された。 
4-2 教員養成校での研修が教育省の

定めたスケジュールにのっとっ

て実施される。 

【進行中】 
・ EC の各教科におけるマスタートレーナーの養成が EC

研修（1 年生）及び現職教員への中央研修（2 年生、3 年

生）として行われた。 
 

・ EC 対象新カリキュラム導入研修（以下、「EC 研修」という）は、現職教員のみならず、

教員養成の現場でも、EC 教官が新初等カリキュラムに関する理解を深め、EC での授業

でその内容を教えることができるようになり、学生が新初等カリキュラムの実践に必要

な最低限の知識を得ることを目的に実施されている。 
・ TET により、1～3 年生までの EC 研修計画と研修モジュールが開発され、同時に初等 1、

2 年生のカリキュラムの内容を組み込んだ EC 教材が作成された。EC での授業方法をよ

り学習者主体に改善するための具体的な方法を提示するため、EC 教材のフォーマットと

して、EC 教官用の指導案、講義ノート、学生用の資料が作成され、UNESCO 教員養成強

化プロジェクト（UNESCO-STEM）に共有された。 
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・ EC 研修を EC 内において実践するマスタートレーナーの養成は、1 年生のカリキュラム

に係る研修では EC 中央研修として単独に実施された。一方で 2、3 年生のカリキュラム

に係る研修においては、現職教員向け導入研修の中央研修に参加した EC 教官がマスタ

ートレーナーとしての役割を担った。EC 研修は、2021 年の初等 5 年生カリキュラム策

定の完了するまで継続される。EC 研修受講者数を表２に示す（詳細は付録資料 ミニッ

ツ Annex6 List of Introduction Training 参照）。 
 

表２ EC 研修受講者数 

研修レベル（対象） 
1 年生 

2017 年 5 月～6 月 
2 年生 

2018 年 1 月～6 月 
3 年生 

2019 年 1 月～7 月 
中央研修 
（EC マスタートレーナー） 

300 320 314 

EC 内研修（EC 教官） 1,709 1,729 約 1,800 

EC 内研修（学生） 11,000 1,2485 約 17,000 
出所：CREATE 

 
（5）成果 5：学校教員が新カリキュラムを理解するための活動が導入される。 

指標 成果 

5-1 研修パッケージが開発される。 【計画通り達成】 
・1～3 年生の研修パッケージが作成された。 
・4 年生の研修パッケージの作成が開始された。 

5-2 伝達講習活動が教育省の定めた

スケジュールにのっとって実施

される。 

【計画通り達成】 
・現職教員に対する 1～3 年生カリキュラム導入研修が実

施された。 
・ 1～3 年生の管理者対象カリキュラム導入研修が実施さ

れた。 
・さまざまな媒体を用いた広報活動が実施された。 

 
・ 現職教員対象の導入研修は、参加者が新カリキュラム全体に関する実践的で具体的な知

識、新教科書が提案する指導のあり方を理解し、実践できることを目的に実施されてい

る。 
・ 教育省及び ADB 中等教育カリキュラム改訂プロジェクト（ADB-EYE）との調整を通じ

て、管理者及び現職教員を対象とした新初等カリキュラム導入研修のための詳細な普及

計画を策定し、同詳細計画に基づき、研修資料（研修ビデオ、参加者用モジュール）が

作成された。研修教材である授業ビデオに関しては、各教科の研修において使用され、

研修参加者に新しい教授・学習プロセスのより明確なイメージの提供に寄与している。 
・ 小学校の教員は一般的に小学 1～5 年のすべての学年を担当することから、すべての学年

のカリキュラムと教科書・指導書の理解が求められる。このため、新カリキュラムが導

入される学年ごとに、すべての小学校教員、校長を対象に導入研修が実施されている。

導入研修は中央研修、州/管区研修、ディストリクト研修、タウンシップ研修の 4 層のカ
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スケード形式で構成された。各研修レベルにおける研修参加者数は表３のとおり。 
 

表３ 現職教員対象の導入研修参加者数 

研修レベル（対象、期間） 
1 年生 

（2017 年 1 月～5 月） 
2 年生 

（2018 年 1 月～5 月） 
3 年生 

（2019 年 1 月～5 月） 

中央研修（EC 教官、5 日間） 287 320 314 

州/管区研修 
（マスタートレーナー、9 日間） 

3,960 2,171 2,272 

ディストリクト研修 
（タウンシップトレーナー、14
日間） 

7,570 21,921 21,970 

タウンシップ研修 
（校長、教員、14 日間） 

100,530 185,573 217,263 

出所：CREATE 

 
・ 地方（州/管区、ディストリクト、タウンシップ）の教育行政を担う行政官が新カリキュ

ラムを理解し、教員の新カリキュラム実践を指導、支援できるようになることを目的と

して、管理者対象の導入研修が実施されている。管理者対象の導入研修の参加者は州/管
区教育事務所、ディストリクト教育事務所、タウンシップ教育事務所及び EC からの代

表者であり、中央で 1 日間の研修が実施された。 
 

表４ 管理者対象の導入研修参加者数 

研修レベル（期間） 
1 年生 

（2017 年 1 月） 
2 年生 

（2017 年 12 月） 
3 年生 

（2018 年 12 月） 

中央研修（1 日間） 411 399 568 
出所：CREATE 

 
・ 保護者、教員及び政治指導者に対する新カリキュラムに関する広報活動は、テレビコマ

ーシャル、Web サイト、プロジェクトの Facebook、短編ドラマ、メディア報道、招待講

演などのさまざまな手段を通じて実施された。また、英語の音声教材、新カリキュラム

に係る関連文書は、プロジェクトのホームページや YouTube 動画でもダウンロードがで

きるようになっている。表５にプロジェクトで作成した広報アイテムとその対象を示す。 
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表５ 広報アイテム及び対象 

媒体 広報アイテム 対象 

印刷物 

新カリキュラムパンフレット C/P、会議用、学校、教育機関、研修参加

者、他ドナー 

新カリキュラムポスター 教育事務所、学校、他ドナー 

プロジェクトパンフレット C/P、学校、他ドナー 

新聞/雑誌 新カリキュラム広告 一般市民 

テレビ/ 
ラジオ放送 

新カリキュラムドラマ 研修参加者、一般市民、他ドナー 

新 1 年生テレビコマーシャル 一般市民 

新 1 年生ラジオコマーシャル 一般市民 

新カリキュラムコマーシャル（短編ドラ

マ） 
一般市民 

インターネット 

新カリキュラム Web サイト 一般市民 

プロジェクト Facebook 一般市民 

ダウンロード用 YouTube ビデオ 会議用、他ドナー 

プロジェクト広報ビデオ 会議用、他ドナー 

広報グッズ 

スケジュール帖 教育機関、学校、他ドナー、研修参加者、

調査用、会議用 

プロジェクトロゴ付きペン 調査用、学校、会議用 

プラスチックと紙のフォルダー 調査用、会議用 

コットンバッグ 研修参加者、会議用 

リサイクルバッグ 調査用、事務所用、会議用 

メディア 
インターネット、新聞、テレビ、ラジオ

取材 
一般市民 

出所：CREATE 
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３－２－２ プロジェクト目標 
初等教育の新カリキュラムにのっとった教育活動が学校及び教員養成大学で実施される。 

 
指標 成果 

1．新カリキュラムにのっとった授業

時数が、教育省の定めた新カリキ

ュラム実施計画に沿って導入され

る。 

【達成】 
・各学校に新カリキュラムに沿った時間割が導入された。 

2．新カリキュラムにのっとった教科

書が、教育省の定めた新カリキュ

ラム実施計画に沿って導入され

る。 

【一部達成】 
・ インパクト調査対象校の 81％が新学期開始前に 6 教科

すべて、19％が一部の教科の新 2 年生の教科書を受領し

た。 
・ 残りの 4 教科（ライフスキル、図工、音楽、体育）の教

科書は教員にのみ配布され、児童へは配布されていな

い。 
3．新カリキュラムにのっとった授業

が、教育省の定めた新カリキュラ

ム実施計画に沿って導入される。 

【計画通り達成】 
・1～3 年生の教員 25 万人以上が現職教員の導入研修を受

講した。 
4．新カリキュラムにのっとった新た

なアセスメントが、教育省の定め

た新カリキュラム実施計画に沿っ

て導入される。 

【計画通り達成】 
・インパクト調査対象のほぼすべての学校が、「サンプル問

題集」及び小学校低学年のための「授業評価に関するリ

ファレンスブック」を受領した。 
5．EC で用いられる教科書・教員用手

引きが配布される。 
【計画通り達成】 
・ EC 教材のフォーマットとして、EC 教官用の指導案、講

義ノート、学生用の資料を提供した。 
・ EC 教員向けの研修モジュールが開発され、中央研修に

おいて活用された。 
 
（1）教科書及び教員用指導書の導入 
・ インパクト調査の結果では、200 校のうち 162 校（81％）が、2018/2019 年の新学期前に

6 教科の 2 年生の教科書すべてを受け取った。また、37 校（19％）が新学期前に一部の

教科書を受け取った。1 校のみが新学期以前にいずれの教科書も受け取っていないこと

が確認された（図 1 参照）。この結果は、前年度の 2017/2018 年の新学期以前に 6 教科す

べての教科書を受領した学校数 96 校（48％）と比べ、大幅に改善された。 
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出所：第 4 次インパクト調査（CREATE） 

図１ 2 年生の教科書の配布状況 

 
・ 教育省は、6 教科（ミャンマー語、英語、算数、理科、社会、道徳公民）を教員及び児童

に配布することを決定した。他方、残りの 4 教科（ライフスキル、図工、音楽、体育）

の教科書は教員にのみ配布され、児童には配布されていない。児童に教科書が配布され

ないこれらの教科は、教科書の要約を記載したビニール製の教授用の教材（掛け図）が

各学校に配布されている。 
・  教育省が低学年の児童に上記の 4 教科の教科書を配布しないことを決定した理由とし

て、児童が持ち運ぶ際の重量を挙げている。しかし、2 年生の児童に対するインパクト調

査結果では、56％の児童が「教科書は重くはない」と答えたのに対し、44％の児童が「教

科書は持ち運ぶには重い」と回答しており、負担にならないと回答した児童のほうが多

かった。 
・ 2017/2018 年度に実施されたインパクト調査の結果、1 年生の教員用指導書に関しては、

調査対象 200 校のうち、178 校（89％）が新学年開始前に全 10 教科の教員用指導書を受

け取り、残りの 22 校（11％）が一部の教科の指導書のみを受け取った。他方、2018/2019
年度に実施された 2 年生へのインパクト調査では、193 の学校（97％）が全 10 教科の教

員用指導書を新学期開始前に受け取っており（図２参照）、教員指導書については着実な

配布が実施されている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：第 4 次インパクト調査（CREATE） 

図２ 2 年生教員用指導書の配布状況 

162

37

1

新学期前に全ての教科書を受領した

新学期前に一部の教科書を受領した

新学期前に教科書を受領していない

193

6

1

新学期前に全ての教員用指導書を受領

した

新学期前に一部の教員用指導書を受領

した

新学期前に教員用指導書を受領してい

ない
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（2）評価ツールの導入 
・ インパクト調査の対象校の校長からの回答では、ほぼすべての対象校が 1、2 セットの

「学習教材」「サンプル問題集」「小学校低学年のための授業評価に関するリファレンス

ブック」を受領したことが確認された。 
 
（3）EC カリキュラム用資料の共有 
・ 4 年制 EC カリキュラム・教科書の作成が UNESCO 支援で開始され、プロジェクトは EC

教科書のため UNESCO が委託したコンサルタント（Montrose 社）との協力体制を確立

し、EC 教材のフォーマットとして、EC 教官用の指導案、講義ノート、学生用の資料を

提供した。プロジェクトで提供された資料の一部は EC 教科書や教員用指導書に反映さ

れた。また、UNESCO から共有された EC 4 年制化ロードマップとカリキュラムのフレ

ームワークへのコメント、EC シラバスをレビューするためのワークショップへの参加が

行われた。 
・ EC 教員向けの 1～3 年生の研修モジュールが開発され、中央研修において配布された。 

 
３－２－３ 上位目標 
初等教育の新カリキュラムが全面実施される。 

 

指標 成果 

1．新カリキュラムにのっとった授業

時数が導入される。 
【達成見込み】 
インパクト調査の結果、対象校の 89％の校長が、「時間割

にのっとった授業を実施しているか」という質問に対し

て、「常に」もしくは「ほぼ常に」と回答した。 
2．新カリキュラムにのっとった教科

書が活用される。 
【達成見込み】 
インパクト調査の結果、2 年生の児童 97％が、「算数の授業

では算数の教科書を使っているか」という質問に対して、

「常に」または「ほぼ常に」と回答した。 
3．新カリキュラムにのっとった授業

が実施される。 
【達成見込み】 
インパクト調査の結果、対象校の教員 97.6％が、「算数の

授業を教科書・教員用指導書にのっとって実施する」とい

う質問に対して、「とても頻繁に」または「頻繁に」と回

答した。 
4．新カリキュラムにのっとった学力

評価ツールが活用される。 
【達成見込み】 
インパクト調査の結果、対象校の教員 87.8％が、「教員用指

導書もしくはサンプル問題集の提案を参考して評価項目・

評価基準を作成する」という質問に対して、「とても頻繁

に」または「頻繁に」と回答した。 
5．新カリキュラムが EC のカリキュ

ラムに反映される。 
【達成見込み】 
新初等カリキュラム 1、2 年生の内容の約 50％が、EC カリ

キュラム（1 学年）に反映された。 
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（1）新時間割の活用 
・ インパクト調査の対象 200 校のうち、89％（170 校）の校長先生が「時間割にのっとった

授業を実施しているか」という質問に対して、「はい、常にもしくはほぼ常に」と回答し

た。「はい、時々」と答えたのは 6％（11 校）にとどまり、「いいえ、授業時間は柔軟に

対応」と答えたのは 5％（9 校）であった（図３参照）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：第 4 次インパクト調査（CREATE） 

図３ 時間割の活用度 

 
（2）教科書の活用 
・ インパクト調査の結果、2 年生の児童に対する「算数の授業中に教科書を用いるか」とい

う質問に対して、97％の児童が「常に」（70％）または「時々」（27％）と回答した。 
・ インパクト調査における教員への質問の結果では、97.6％の教員が「算数の教科書に則

した授業を実施している」と回答しており、そのうち 79.6％が「とても頻繁に」、18.0％
が「頻繁に」を選択した（図４参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出所：第 4 次インパクト調査（CREATE） 

図４ 算数の教科書に則した授業の実践度 

 
（3）評価ツールの活用 
・ インパクト調査では、87.8％の教員が、「児童の理解度を評価するために教員用指導書も

しくはサンプル問題集を用いているか」といった質問に対して、「とても頻繁に」（49.0％）

170

11
9

はい、常にもしくはほぼ常に

はい、時々

いいえ、授業時間は柔軟に対応

79.6%

18.0%

2.4%

とても頻繁に 頻繁に

稀に 全くない
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または「頻繁に」（38.8％）と回答した（図５参照）。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：第 4 次インパクト調査（CREATE） 

図５ 評価ツールの使用 

 
（4）EC カリキュラムへの反映 
・ CDT、TET のメンバー、UNESCO への聞き取りの結果、教科により異なるもののプロジ

ェクトによって提供された資料（EC 教官用の指導案、講義ノート、学生用の資料）の約

50％が、1 年次の EC の教科書と教員用指導書に部分的または全体として反映された。ま

た、一部の教科では UNESCO-STEM が EC 教科書の草案を作成したあと、プロジェクト

からの新カリキュラム資料が提供されたため、EC カリキュラムへの反映に間に合わない

ケースが生じた。 
・ 1 年次の EC 教科書、教員用指導書は 2019 年 1 月に UNESCO が傭上するコンサルタント

によって起草された。その後、ヤンキン EC とマンダレーEC で作成した教科書・教員用

指導書の試行が行われた。UNESCO は 2019 年 6 月に 1 年次の EC 教科書、教員用指導書

を完成させ、1 年次 EC カリキュラムを 2019 年末から全国で実施することを予定してい

る。また、2 年次用 EC シラバス、教科書、教員用指導書は 2019 年中に作成し、2022 年

までに 3、4 年次用のすべての EC 教科書、教員用指導書完成を見込んでいる。 
 

３－３ 実施プロセス 
プロジェクトの第 1 期（2014 年 5 月～2016 年 3 月）では、①カリキュラムフレームワーク承認の

遅れ、及び 1 年生のカリキュラム導入の 1 年間延長、②不明確な教科書の承認プロセス、③新たな活

動としてのインパクト調査実施などを要因として、PDM の活動及び実施スケジュールが変更された。

しかし、中間レビュー現時点では、ほぼすべての活動が計画通り実施されており（付録資料 ミニッ

ツ Annex7 Progress of Activities 参照）、第 1 期以降、計画の大幅な変更は行われていない。 

49.0%

38.8%

8.7%
3.4%

とても頻繁に 頻繁に

稀に 全くない
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第４章 評価結果 

４－１ 5 項目評価 

４－１－１ 妥当性 
本プロジェクトはミャンマーの政策、日本の援助政策、教育改革推進のための教育省のニー

ズに合致している。また、採用されたアプローチも適切であり、妥当性は「高い」と判断する。 
 

（1）ミャンマーの政策との整合性 
・ 本中間レビュー時点での国家政策である「ミャンマー持続可能な開発計画」（Myanmar 

Sustainable Development Plan：MSDP）（2018～2030）は、「持続可能な開発目標」（Sustainable 

Development Goals：SDGs）に沿って 2018 年に策定された。MSDP では、基礎教育が識字と算

数を提供するだけでなく、児童が能力を最大限に引き出すことができるように、包括的な成

長に貢献することを目的として、教育分野の構造改革の必要性が記載されている。 
・ 教育政策としては、「NESP」（2016～2021）が 2017 年 1 月に承認された。本プロジェクトは

「NESP」における「カリキュラム、教科書、アセスメント、教員教育、関連予算の作成」の

項目に策定を支援していることからも、プロジェクトは同国の教育政策と合致している。 
 
（2）日本の援助政策との整合性 

・ 「日ミャンマー協力プログラム」はミャンマーのパートナーとして、2016 年 3 月に発足した

NLD 率いる新政権の政策方針に基づくミャンマーの国造りに協力することを目的に策定さ

れた。そのなかで初等教育の拡充として初等教育の完全修了・教育の質の向上を実現するた

めに、学校建設やカリキュラム支援・教員の能力の向上等への協力が表明された。 
 
（3）C/P のニーズ 

・ 本プロジェクトは、ミャンマー教育省が進める国家教育法の制定や教育基本法の改定、学制

改革や基礎教育行政の地方分権化等、国際水準の教育をめざした教育改革の推進に寄与して

いる。 
・ 教育省は CCA に係る教員用指導書の全国配布、CCA 研修の全国展開を独自予算により実施

してきた。しかしながら、半数以上の教科で教科書が 10 年以上改訂されておらず、暗記中心

のアセスメントが実施されるなど、授業で使われる教科書やアセスメントに大きな問題を抱

えており、CCA 定着の障害となっている。 
・ 初等教育の純就学率は 92.9％と高いにもかかわらず、最終学年までの残存率はわずか 75.4％

にとどまる（UNESCO、2016 年）など、貧困等の社会・家庭環境、低い教育の質、教員の能

力不足に起因した初等教育における高い中退率が課題として指摘されている。 
 
（4）プロジェクトアプローチ 

・ 初等教育の全教科を対象として支援してることは、初等教育におけるカリキュラムの一貫性

の確保につながっている。一部の教科のみの支援ではアクティブラーニング、CCA といった

教科横断的な概念を浸透させることは困難である。本プロジェクトによる初等教育への包括

的支援は、教科横断的な概念の一貫性を高め、新カリキュラムに対する教育現場の混乱を最
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小限にとどめることから、適切なアプローチといえる。 
・ 教科書の改訂は、教員の授業を変えるうえで重要であり、本中間レビューにおける学校視察

では、特に教員用指導書が各教員に配布されていることが授業の質の向上に寄与しているこ

とが確認された。本プロジェクトにより採用された現職教員研修、教員養成としての EC 研

修の実施、教員、保護者、地域住民へのさまざまな媒体を用いた広報活動の実施といった包

括的アプローチにより、新カリキュラムの学校現場での活用が促進されている。 
 
４－１－２ 有効性 
プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達成される見込みである。一方で 4 教科（ライフ

スキル、図工、音楽、体育）の教科書が低学年の児童に配布されていないこと、新カリキュラムを

実施するための教員の能力が不十分であることは、学校での授業と児童の学習に困難を生じてい

る。したがって、有効性は「やや高い」と評価される。 
 
（1）プロジェクト目標の達成 
・ 各成果（アウトプット）は当初計画に沿って発現しており、プロジェクト目標である「初等

教育の新カリキュラムに沿った教育活動が小学校及び EC で実施される」の達成に寄与して

いる。インパクト調査の結果からも、プロジェクト目標のすべての指標が当初計画通り達成

されていることが確認された。 
 
（2）プロジェクト目標の阻害要因 
・ 児童が教科書や学習教材にアクセスできることはプロジェクト目標を達成するための重要な

要素となる。しかし、4 教科（ライフスキル、図工、音楽、体育）の教科書は教員に配布され

ているのみであり、低学年の児童には配布されていない。中間レビューで訪問したディスト

リクト教育事務所の職員や校長からは、これら 4 教科の教科書が少なくとも 3 年生以上の全

児童に配布されるべきという意見が出された。 
・ 教員の教材活用に対する校長の支援は、教室において教員が新カリキュラムを実施するため

の重要な要素となる。しかし、3 年生の新カリキュラムの導入研修に参加していない校長も

いることが確認された。小、中、高一貫校の校長は、2019 年度から開始され同時期に研修が

実施されている 6 年生（前期中等）の導入研修に参加することから、初等 3 年生の導入研修

に参加できないことがある4。 
・ 教員からは、新カリキュラムを用いた授業は時間を要し、授業の実施が困難となることがあ

るなどの意見が聞かれた。また、児童の前でリコーダーを吹いたり歌ったりすることや、絵

を描くことが苦手な教員からは、音楽や図工を教えることへの苦手意識があるといった意見

も挙げられた。そのため、現在の導入研修に加え、これらの教科を適切に教えるための教員

の能力向上のため、追加的な研修機会の必要性があることが指摘された。 
 
（3）プロジェクト目標と成果（アウトプット）の関連性 
・ プロジェクト目標とすべての成果の間の関係性は適切である。成果である①新カリキュラム

 
4 研修に参加できない校長に対しては週末を用いた補講が提供されているが、補講を受けていない校長もいる。 
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フレームワークの開発、②新教科書及び教員用指導書の開発、③新しいアセスメントツール

の開発、④教員養成校への導入研修、⑤現職教員への導入研修などの包括的な成果の発現は、

プロジェクト目標である「初等教育の新カリキュラムにのっとった教育活動が学校及び教員

養成大学で実施される」の達成に不可欠であり、成果からプロジェクト目標に至るロジック

は適切に設定されている。一方、プロジェクト目標に設定された指標には、一部成果の指標

との重複がみられることから、その修正が必要となる。 
 
４－１－３ 効率性 
既存のリソースを活用することでプロジェクト費用を最小限に抑え、計画通り成果が発現して

いる。しかし、CDT 及び TET メンバーの頻繁な異動、中等カリキュラム業務との重複、現職教員

及びECに対する導入研修の質には改善の余地があることから、プロジェクトの効率性は「中程度」

と評価される。 
 
（1）プロジェクト期間の延長 
・ プロジェクト期間は、5 年生までの教科書と導入研修が完了するまで支援を継続してほしい

との教育省からの要請に応え、当初の完了予定 2019 年 9 月から 2021 年 3 月まで延長された。

これにより、プロジェクト期間完了までに、初等全学年への支援が可能となることから、学

年間の支援の一貫性の確保という観点からも、プロジェクト期間の延長は妥当であると判断

できる。 
 
（2）効率性の促進要因 
・ DERPT による適切な研修管理が実施されるなど、特に導入研修の実施において、教育省の強

いイニシアチブが確認された。また、ディストリクト及びタウンシップ研修を担当する DBE
は、研修セッションに参加し、参加者との協議に積極的に参加し、新カリキュラム実施に必

要な情報を提供するなどの貢献がみられた。 
・ 1 年生と 2 年生の教科書と比較して、3 年生の教科書作成では CDT と SWC の協調が進み、

調整が円滑に進み、限られた作成期間の範囲で完了した。教科書作成の初期段階で CDT と

SWC の密接な連携が行われ、作成プロセスが大幅に改善されたことが確認された。一方、

SWC との定期会合における、教科書の内容の協議に困難を感じている一部の CDT メンバー

も依然として存在している。 
・ 教育省に設置された、教育・職業訓練教育セクター調整グループ（Education & TVET Sector 

Coordination Group：ETVSCG）内のカリキュラム、アセスメント、教員訓練/管理に係るサブ

セクター・ワーキンググループ（Sub-Sector Working Group：SSWG）において、本プロジェク

トの内容が開発パートナーとの間で共有されている。同時に中等への支援を実施する ADB-
EYE と EC カリキュラムの策定を支援する UNESCO-STEM との調整機能が確立された。さ

らに、UNICEF は新カリキュラム実施に必要となる学習教材をプロジェクトが提供したリス

トに基づいて調達し、彼らが支援する学校支援プロジェクトの対象校に配布するなど、他の

開発パートナーとの連携が進んでいる。 
・ プロジェクトでは、学校に対するタウンシップにおける導入研修で研修カリキュラムが適切

に実施されているか、モニタリングを実施した。モニタリングにより抽出された課題は、次
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期導入研修に係る研修内容や管理方法に反映されている。さらに、NCC は 1、2 年生の新カ

リキュラムの実践について独自のモニタリング評価を実施し、内容等の改善に向けた提案を

取りまとめた報告書を作成している。 
 
（3）効率性の阻害要因 
・ CDT 及び TET メンバーの頻繁な交代は、プロジェクトの有効性と効率性を妨げている。家

庭の都合、適切な住環境の確保、インセンティブや昇進機会の欠如を理由として、プロジェ

クトの開始以来、メンバーの 44％が交代した。現時点でも図工の TET、道徳・公民及び社会

の CDT のポストが空席であり、人員が充足されていない。なお、TET のほとんどがパートタ

イムであり、音楽の TET は教科の専門家ではない状況となっている。 
・ 今後実施予定の 4 年生の現職教員のための導入研修は、ADB-EYE プロジェクトが実施する

7、10 年生の導入研修と並行して実施される予定であり、研修期間の重複と講師（EC 教官）

の不足が生じる可能性がある。さらに、ADB-EYE により、7 年生と 10 年生の教科書と教員

用指導書の作成が開始され、初等、中等の双方の教科書を担当する SWC 及び NCC による承

認プロセスが遅滞する可能性がある。そのため、教育省内での研修及び承認スケジュールの

十分な調整の必要性が指摘されている。 
・ カスケード形式による現職教員に対する導入研修では、カスケードレベルが低いほど、新カ

リキュラムの実施に必要とされる概念の伝達度が低下することが指摘された。さらに、カス

ケード型研修ではクラスターでの研修と比較して多大な費用が必要となり、その持続性には

課題がある。カスケード型研修は、全国のすべての教員に知識を伝達するためには適してい

るが、知識の定着のためにはクラスターもしくは学校レベルにおける教員研修を同時に進め、

継続的な学習機会の提供が求められる。 
・ プロジェクトが実施した EC 研修に対するモニタリングでは、グループワークや討論など重

要な活動の時間不足、不適切な講師の割り当て、研修管理上の課題、不十分な研修資料とい

った課題が確認された。 
・ 教科書の印刷品質は印刷会社によって異なり、教科書配布初年度である 2017 年度には、結合

部分が弱く、配布後すぐにバラバラになる教科書が散見された。しかし、プロジェクトが教

育省と印刷の発注機関となる情報省に印刷技術に関して必要な情報を提供して以来、教科書

の質は向上している。 
 
（4）投入 
・ 本邦研修は、NCC、SWC メンバーのカリキュラム開発と教科書承認プロセスの基本概念、教

科書開発プロセスと教材の必要性の理解に貢献し、参加者は研修終了後、承認プロセスにお

いて高いイニシアチブを発揮した。また、TET メンバーは、鳴門教育大学での研修にも参加

し、EC 教材の開発に係る活動の効果的な実施に寄与した。 
・ 本プロジェクトで調達した機材は、プロジェクト活動に有効に活用されている。機材維持管

理状況は良好であり、必要に応じて修繕が行われている。大型機器であるデジタル印刷機（プ

リンター）の購入は、教科書や教材作成に係る膨大な外注による印刷費用の抑制に貢献して

いる。 
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４－１－４ インパクト 
現時点では顕著なインパクトは確認できないが、上位目標はプロジェクトの完了後に達成され

る見込みが高い。また、新カリキュラムを用いた児童の算数の成績の向上が確認されるなど、イン

パクトは「やや高い」と判断される。 
 
（1）上位目標の見通し 
・ 「３－２－３ 上位目標」で述べたように、インパクト調査の対象校の多くでは、新たに導

入された時間割、教科書、教員用指導書、アセスメントツールが使用されている。また、ほ

とんどの教員が新たに導入された算数の教科書を用いて授業を実施しいていることが確認さ

れるなど、中間レビュー時点において、既にいくつかの上位目標の指標が達成している。 
・ 新カリキュラムの EC カリキュラムへの反映は約 50％程度であり、教科によりその反映の度

合いには違いがある。1 年次の EC シラバスは 2018 年 8 月に完成し、それ以降にプロジェク

トにより開発された EC 教材と EC シラバスの整合性の確認に時間を要したため、プロジェ

クトが資料を提供した時点では、既に EC 教科書と教員用指導書作成が開始されており、資

料の内容を反映するタイミングに間に合わない状況も生じた。今後策定予定である初等教育

の内容が含まれる 3 年次の EC 教科書、教員用指導書については、UNESCO-STEM プロジェ

クトの調整により、新カリキュラムの内容が反映される予定であることが UNESCO への聞

き取りから確認された。 
 
（2）学校現場でのインパクト 
・ 校長の多くが、新カリキュラムに係る教科書、教員用指導書が効果的であると評価している。

児童は視覚的な教科書により、好奇心をもって授業に参加できていることが指摘された。さ

らに、州、ディストリクト、タウンシップ教育事務所及び校長への聞き取り調査からは表６

に示すとおり、新カリキュラムを使用するうえでの教員、児童、保護者の視点からの利点、

課題が指摘された。 
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表６ 新カリキュラムの利点、課題 

 利点 課題 

教員 

・ 新しい教科書は、教えることを容易に
する。 

・ 低学年で試験が実施されないことは、
教員へのプレッシャーを軽減してい
る。 

・教科書が新学期前に配布されているこ
とは望ましい。 

・ 教員用指導書は授業準備に役立つ。 
・ 教科書の品質がよい。 

・体育と図工の教員の熟練度が低い。 
・教科書（ライフスキルと体育）はすべ
ての児童に提供される必要がある。 

・音楽のリコーダー、英語学習用のフラ
ッシュカードが必要分配布される必
要がある。 

・校長が授業準備に対して協力的でな
い。 

・教員当たりの児童数が多い学校では体
育、音楽の授業が困難となる。 

児童 

・ アクティブラーンニング、児童中心の
学習が促進されている。 

・ 児童が色彩豊富な絵を用いた教科書
に関心を持っている。 

・ チームワーク、規律が促進されてい
る。 

・学習能力が低い児童はグループワーク
についていけない。 

・1 年生の算数の教科書を読めない児童
がいる。 

保護者 

・新カリキュラムに対して好意的な印象
をもっている。 

・ 保護者が音楽で用いるリコーダーな
どの教材購入の支援を行っている。 

・保護者の中には当初、新カリキュラム
を理解していない者がいた。 

・一部の保護者は、低学年の試験が実施
されないことを危惧していた。 

出所：中間レビューにおける聞き取り調査結果 

 
（3）算数のテスト結果へのインパクト 
・図６に示すとおり、インパクト調査（第 3、4 次）の結果によると、新カリキュラムを用いた

1 年生の算数テストの平均点（7.38）は、旧カリキュラムの 1 年生の平均点（6.04）よりも高

く、同様に新カリキュラムの 2 年生の平均点（6.35）も同様に、旧カリキュラム 2 年生の平均

点（5.09）よりも高い。2 グループの平均値が異なることを統計的に実証する t 検定の結果か

らも、上記の新カリキュラムと旧カリキュラムによる平均点の差は、統計的に有意（p<0.001）
であることが確認された。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：第 3、4 次インパクト調査（CREATE） 

図６ 新・旧カリキュラムの1、2年生の算数テスト平均点 
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・ インパクト調査の対象校において、「算数が好き」と回答した小学校 1、2 年生の割合は、旧

カリキュラムでは 1 年生 80％、2 年生 84％である一方、新カリキュラムでは 1 年生 92％、2
年生 94％であり、新カリキュラムの教科書の使用により、児童の算数への関心は向上してい

るといえる。 
・ 新カリキュラムを用いた学年では、「算数が好き」と答えた女子児童の割合が著しく増加した。

「算数が好き」と答えた 1、2 年生の女子児童の割合は、旧カリキュラムでは 1 年生 70％、2
年生 79％である一方、新カリキュラムでは 1 年生：90％、2 年生 95％であり、新カリキュラ

ムでは、算数に関心を示す女子児童の増加率は男子児童より大幅に高いことが確認された。 
 
（4）非認知的スキルへの影響 

・ ディストリクト教育事務所、校長からは新カリキュラムの導入により、児童の規律、自信、

チームワーク、探求力といった非認知能力が促進されたことが指摘された。また、インパク

ト調査では、93.2％の教員が「授業中に児童が積極的に発言するか」という質問に対して「と

ても頻繁に」または「頻繁に」と回答している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：第 4 次インパクト調査（CREATE） 

図７ 授業中に積極的に発言する児童 

 
（5）その他のインパクト 

・ 教科書、アセスメント及び教員養成を含む初等教育への包括的支援は、他の開発パートナー

による教育分野における、ジェンダー、インクルーシブ教育、持続可能な開発のための教育

（Education for Sustainable Development：ESD）の主流化支援の基盤としての役割を果たして

いる。 
・ 教科書の改訂は、国内外の多数のメディアにより報道され、教育省が支援する教育改革の明

確なマイルストーンとして成果を示すことに貢献している。 
・ 新カリキュラムによる授業実践の経験共有のため、小学校教員の間で自主的に Facebook ペー

ジが開設された。同 Facebook では、教員による楽器の演奏方法や新しい教科書で紹介されて

いる体育の授業実践など、実用的な画像が入手できる。 
 
４－１－５ 持続性 

政策面及び財務面での持続性は確保されている。一方で継続的なカリキュラム開発と導入研修

53.4%39.8%

6.8%

とても頻繁に 頻繁に

まれに 全くない
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の実施に向けた組織的/制度面及び技術面は改善の余地あり、プロジェクト効果の持続性は「中程

度」と評価される。 
 
（1）政策面の持続性 

・ 妥当性において触れたとおり、本プロジェクトにより「カリキュラム、教科書、アセスメン

ト、教員教育、関連予算の作成」の項目の策定を支援した教育政策である「NESP」（2016～
2021）が 2017 年 1 月に承認されている。 

・ 教育省と開発パートナーにより、現在「NESP」の中期レビューの実施が計画されており、同

レビューの結果に基づいて、次期計画が策定される。プロジェクトにより構築されたカリキ

ュラム開発及び現職教員研修プロセスを次期計画に反映することにより、プロジェクトにか

かわる活動の政策的な持続性の確保が期待される。 
 
（2）財務面の持続性 

・ 教育省はプロジェクト活動に必要な経費及び CDT、TET の給与を支出している。また、活動

経費は①教科書・教員用指導書の印刷配布にかかる費用、②新カリキュラムで必要な教材の

配布費用、③新カリキュラム導入に必要な研修実施にかかる費用に大別され、プロジェクト

がそれぞれの試算を行い、教育省関係部局が必要な予算を確保できるように支援をしている。

2019 年 5 月末までに教育省は上記活動に総額 539 億 5,000 万 MMK（38 億 8,400 万円）を支

出しており、図８に示すとおり、予算の 60％が③の導入研修に用いられている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：CREATE 

図８ ミャンマー側支出の割合 

 
（3）制度/組織面の持続性 

・ プロジェクトの支援により策定された初等教育におけるカリキュラムフレームワークは、国

家フレームワークとして承認されていることから、同フレームワークに沿って作成された教

科書及び教員用指導書は、教育省により持続的に活用されることが期待される。同時に NCC、
SWC による教科書、教員用指導書の承認プロセスも教育省によって制度化されている。 

・ 各教科の CDT 主要メンバーには、プロジェクト終了後、所属先に戻る予定の EC 教官、小学

校の教員が含まれる。このように、プロジェクト終了後には、教育省 DERPT のカリキュラム

29%

11%
60%

教科書・教員用指導書・研修教材

学習教材

導入研修
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課の職員以外の CDT メンバーは所属先の組織に戻ることが予想され、今後の教科書改訂プ

ロセスを継続するための CDT メンバーの存続の可能性は現時点では担保されていない。 
・ 教科書開発、教科書レビューを行う CDT 及び SWC に関しては、新規配属のメンバーについ

て新カリキュラムの理解を図ることが必要となった。また CDT は専門的な知識や技能を一

定程度身につけたが、CDT が作成した良い原稿が SWC によって却下されるなど、教科によ

って依然として SWC と CDT のコミュニケーションギャップがみられる。また、NCC と SWC
の承認プロセスには、若干の重複業務がみられる。 

・ EC 及び現職教員に対する導入研修は、プロジェクト期間を通じて暫定的に実施されている。

導入研修には高い効果が確認されているものの、これらの研修期間のみでは教員が新カリキ

ュラムについて理解するには不十分であることが指摘されている。導入研修の持続性の確保

のため、同研修内容が教育省により策定されている「教員の継続的専門能力の開発

（Continuous Professional Development：CPD）プログラム」に統合されることが望まれる。 
 
（4）技術面 

・ ミャンマー国内や本邦研修の実施を通して、CDT、TET メンバーの能力向上が確認された。

中間レビューにおける自己評価の質問票の結果からは、教科書、教員用指導書、アセスメン

トツール、研修教材の作成及び中央研修の実施に関して、CDT、TET は一定レベルの能力・

知識を有していることが確認された（図９参照）。他方、新任の CDT、TET メンバーについ

ては、新カリキュラムに対する理解と教科書作成に関するスキルを改善する余地があること

が指摘された。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：中間レビュー質問票 

図９ CDT、TET の業務実施能力に関する自己評価 

 
・ 新カリキュラムには児童の学習到達度を測定するアセスメントの要素が含まれているが、教員

の多くはこの新しいアセスメントツール、特にアセスメント項目設定やルーブリック評価5に

ついての理解に困難を抱えている。 

 
5 ルーブリック（Rubric）とは、ある課題についての達成レベルを観点と尺度からなるマトリクス表で児童の達成度を評価する方法。 
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・ 1 年生の現職教員の導入研修参加者の理解を把握するため、研修後に理解度テストが実施さ

れた。その結果、参加者の理解レベルは、特に中央研修とタウンシップレベルで 15.9 と 15.5
（20 点満点中）でそれぞれ高く、内容別には「教科内容」及び「アセスメント」に対する教

員の回答率が他の項目と比較して低いことが確認された。 
 

表７ 現職教員に対する導入研修における事後テスト結果（1 年生） 

 新カリ 
キュラム 

教科書・ 
指導書 

アセス 
メント 

教科内容 
学習 

プロセス 
合計 

スコア 

満点（a） 3.0 3.0 2.0 10.0 2.0 20.0 

中央研修 2.8 2.7 1.6 7.0 1.8 15.9 

州/管区研修 2.8 2.9 1.7 5.6 1.7 14.6 

ディストリクト研修 2.8 2.8 1.6 5.9 1.7 14.7 

タウンシップ研修 2.6 2.9 1.7 6.8 1.6 15.5 

平均（b） 2.8 2.8 1.6 6.4 1.7 15.3 

回答率（b）/（a）×100 （93％） （93％） （80％） （64％） （85％） （77％） 
出所：CREATE 

 
４－２ 結 論 
中間レビューの結果、本プロジェクトは計画通り進捗しており、設定された成果を発現している。

また、評価 5 項目においては、妥当性は「高い」、有効性とインパクトは「やや高い」、効率性と持続

性は「中程度」と評価される。特に、プロジェクト終了後の活動の持続性の確保のため、次章の内容

を提言する。 
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第５章 提言と教訓 

５－１ 提 言 
（1）児童による教科書、教材へのアクセスの保障に向けて 
  本レビューにて、児童の全人的な成長の促進に向けて、新しいカリキュラムが学校で効果的に

実施されるためには、教科書、教材が重要な役割を果たしていることが確認された。かかる点か

ら以下について提言する。 
1）全教科の教科書配布 

4 教科（ライフスキル、図工、音楽、体育）の教科書が低学年（1～3 年生）の児童にも配布さ

れる必要がある。NCC が実施したモニタリング調査の結果から、教科書が児童に配布されてい

ないことにより、教員がこれら 4 教科を教えることに困難を感じていることが報告されている。

教育省は 4 年生以上の児童全員に全教科の教科書を配布することを決定しているが、学習の質

を総合的に向上させるために、低学年の児童についても教室にて全教科の教科書を活用できる

よう検討する。なお、教科書印刷予算の確保が難しい場合は貸与方式を検討する。 
2）教科書に準拠した学習教材の配布 

プロジェクトが作成した新カリキュラム実施に必要な学習教材の一覧表に基づき、これらの

教材が各学校に必要量、配布されることが望ましい。本調査中、教員の中には英語を正確に発音

できない者もいることから英語教材である CD、フラッシュカードを各学校に確実に配布する必

要性がディストリクト教育事務所からも指摘された。NCC のモニタリング調査では、音楽のリ

コーダーの数が足りないため、複数の児童が 1 本のリコーダーを使い回すことにより感染症を

招くことを危惧した教員がリコーダーを使用する授業を行わないなどの課題が報告されている。 
 
（2）カリキュラムの効果的な実施促進のための教員に対する継続的支援に向けて 

新カリキュラムの導入により授業の質が継続的に向上するためには、カリキュラム導入研修後

も、教員が学校及びクラスターレベルにて技術的な支援を恒常的に受けられることが重要である。

また、新カリキュラムに関する保護者やコミュニティーの理解を促進するためには校長が重要な

役割を果たす。これらに関連して以下を提言する。 
1）すべての校長の導入研修への参加の確保 

教育省はすべての小学校校長の導入研修への参加を推奨しているが、小学校を併設した中学

校の校長が中学校 6 年生の研修に参加し、研修時期が同じ 3 年生の導入研修に参加できていな

いケースが確認された。校長からの支援は、教室での指導と学習の実践を継続的に改善していく

ためにとりわけ重要な要素であることから、新カリキュラムを十分に理解するためにすべての

校長が導入研修に参加することが肝要である
6
。 

2）導入研修の内容の「国家 CPD プログラム」への統合 
学校/クラスターでの CPD の実施の効果的な促進に向けて、プロジェクトは、教育省が進

める国家 CPD プログラムと密に連携して新カリキュラムの重要な要素を同プログラムに統

合し、新カリキュラム実施のための教員の継続的な能力強化を支援する。 

 
6 3 年生及び 6 年生への導入研修は 2019 年 5 月 10～25 日（14 日間）実施された。教育省は、適切な研修を受けていない教員が新

カリキュラムを教えることによる教育効果の欠如を懸念して、研修に参加できなかった校長や教員に対し、フォローアップ研修

を実施するための予算を確保したことが 2019 年 7 月 8 日の新聞報道で伝えられた。 
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3）新カリキュラムについての保護者、地域住民への啓発活動 
プロジェクトは、PTA や地域住民を対象とした教育省のプログラムと密に連携し、学校や地域

社会に向けた新カリキュラムに関する啓発活動を強化していくことが望まれる。具体的には、プ

ログラムのなかでプロジェクトが作成した教材、メディアを効果的に活用することを推奨する。

保護者や地域住民といった現場レベルの重要な関係者が新カリキュラムに対する理解を深める

ことは、新カリキュラムを学校で実践していくために不可欠である。例えば、音楽の授業におい

て、リコーダーの数の不足を保護者が購入して補ったなどの事例は、保護者による新カリキュラ

ムの重要性に関する理解が教室での新カリキュラムの実践推進によい影響を及ぼすことを示し

た好事例である。その一方で、未だ新カリキュラムに対して理解を示さない保護者も一定程度い

るため、プロジェクトで作成した媒体を PTA や地域住民を対象とした他プログラムでも活用し、

新カリキュラムに関する啓発活動を強化することが推奨される。 
 
（3）質の高いカリキュラム開発及び改訂の仕組みづくりに向けて 
  カリキュラムの見直し・改訂は学習向上に向けて継続的に実施される必要があり、教育省がプ

ロジェクト期間を超えて取り組まなければならない。したがって、教育省は良質なカリキュラム

開発及び改訂の継続的な実施に向けた組織体制や仕組みを計画、設置する必要がある。また、体

制や仕組みを効果的なものにするためには、能力の高い人材を動員し、更に彼らを強化すること

が肝要である。かかる点から、以下を提言する。 
1）CDT メンバーに対する適切なインセンティブ制度の導入 

現在、CDT への人材配置は一時的なものとみなされており、カリキュラム改訂や教科書開発

に従事することが昇進につながるような正式なキャリアパスも設定されていない。そのため、

CDT メンバー、特に EC 教官においては、カリキュラム開発に従事するインセンティブが低い。

プロジェクト期間中及び終了後も優秀な CDT メンバーが継続的にカリキュラム開発・改訂に従

事することを動機づけられるよう、教育省は適切なインセンティブの付与を検討する必要があ

る。一例として、カリキュラム開発における実務経験を昇進基準に加えること（特に高等教育局

及び基礎教育局）等を提言する。 
2）カリキュラム・教材改訂のための組織・制度化に向けた準備 

カリキュラム・教材改訂のための組織・制度化については、まずは教育省が次期カリキュラム

及び教科書改訂の実施プロセスと具体的なスケジュールを検討し、これを進めるための組織体

制を計画し、これを構築していく必要がある。そのためには、実施プロセスにおける各段階につ

いて、どのような職務があり、誰が遂行するのか、教育省の異なる部局の人材の採用はどのよう

に行うのか、各ポストは期限付きか常勤か、彼らをどのように動員、強化していくかなどを細か

く検討することが肝要である。とりわけ、良い人材を動員するためには、カリキュラム改訂にか

かわるインセンティブとして、研修機会の提供やキャリアパスの導入が必要であろう。更には、

カリキュラム改訂の組織・制度化に向けた上述の事項を含む計画が、次期 NESP にも具体的に盛

り込まれ、必要な予算も確保されることが望ましい。 
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（4）その他 
1）PDM 指標の見直し 

プロジェクト目標及び上位目標の指標のいくつかは、プロジェクトの成果を測定するには適

切でなく、また他の指標との重複がみられることから PDM に記載された指標を修正する必要が

ある。 
 

５－２ 教 訓 
（1）包括的なアプローチで全教科のカリキュラム開発を支援する意義 
  本プロジェクトでは、全 10 教科を包括的なアプローチで支援している。そのため、教科間の系

統性が確保され、新カリキュラムの教育現場での導入が促進されている。また、全教科の教科書

において同じ教育理念（すべてにおいて調和のとれた発達、21 世紀型スキル、すべての教科の同

等な扱い）が共有されているため、教員や児童が混乱することなく、導入が可能となった。また、

カリキュラム改訂や教科書・教員用指導書開発に加えて、教員養成や現職教員研修にも合わせて

取り組み、教員やコミュニティを含めた一般市民に対するさまざまな広報活動も行うなど、包括

的なアプローチで実施したことも、新カリキュラム実施の促進につながった。 
 
（2）児童の学習成果を測定し、新カリキュラム理解促進につなげることの重要性 
  インパクト調査の結果、新カリキュラムは児童の学習成果向上に寄与していることが確認でき

た。新カリキュラム導入後に「新カリキュラムで児童の学びは改善されているのか、学力は落ち

ていないのか」といった教員や保護者の不安の声が聞かれたなか、インパクト調査の結果を示す

ことで、そのような不安を低減でき、新カリキュラムに基づく授業実践の推進に有効であった。 
 
（3）過去の基礎教育協力の蓄積による効果 
  ミャンマーにおいては、これまでも CCA の導入を支援するため、15 年以上にわたって技術協

力を実施してきており、また 2012 年から 2015 年まで実施された包括的教育セクターレビューの

過程を通じて新カリキュラムのフレームワーク開発も支援した。これまでの協力により築いてき

た信頼関係の蓄積のうえで、初等教育全 5 学年・全 10 科目のカリキュラム改訂という、教育改革

の根幹にかかわる技術協力の要請につながった。また、「児童中心型教育プロジェクト」の教育省

の C/P が本プロジェクトの円滑な実施に貢献している。このように、協力を通じた信頼関係の蓄

積がプロジェクトの効率性を促進している。 
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